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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第12期

第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

第11期

会計期間

自　平成20年
　　10月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　９月30日

売上高 (千円) 4,214,3911,217,8106,335,684

経常損失(△) (千円) △431,687△165,649△262,180

四半期(当期)純損失
(△)

(千円) △462,647△132,226△479,357

純資産額 (千円) ― 2,359,4952,485,567

総資産額 (千円) ― 2,740,0373,492,674

１株当たり純資産額 (円) ― 15,713.0527,363.92

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △3,326.18△890.16△5,413.41

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 85.2 69.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △210,393 ― △398,336

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △328,901 ― △171,084

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 359,943 ― △60,032

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,405,7831,585,134

従業員数 (名) ― 203 159

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第11期、第12期第３四半期連結累計期間および第12期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失であるため

記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において以下の会社が新たに提出会社の親会社となりました。また、連結子会

社であった㈱オープンループリソーシズは、当社が所有する株式をすべて売却したため、子会社ではなくな

りました。

　

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は

被所有割合
（％）

関係内容

株式会社エスケイ・キャピタ
ル(注)

東京都
新宿区

4,600
投資業及び経営コンサルティング

業
65.5

役員の
兼任１名

（注）平成21年４月８日に株式会社エスケイ・キャピタル（以下、「SKC 社」といいます。）は、当社の普通株式に対す

る公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）を行う旨を公告し、本公開買付けは、平成21年４月８日から

平成21年５月28日まで実施され、平成21年６月３日（本公開買付けの決済開始日）付で当社株式37,369 株（議決

権数37,369 個）を取得し、SKC 社の所有する当社株式は97,369株（総株主等の議決権数に対する割合は

65.55％）となり、当社の親会社（財務諸表等規則第８条第３項に規定する親会社）に該当する筆頭株主となって

おります。 
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４ 【従業員の状況】

　

(１)連結会社の状況

　

　 平成21年６月30日現在

従業員数(名) 203(27)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

　

　

(２)提出会社の状況

　

　 平成21年６月30日現在

従業員数(名) 29(1)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社のＩＴセキュリティ事業における製作業務は受注生産であり、その製作業務の期間も短いため現

在のところ生産実績は販売実績にほぼ一致しております。従って生産実績に関しては販売実績の欄をご

参照願います。

また、セールスアウトソーシング事業、ゼネラルアウトソーシング事業及びその他の事業では生産活動

を行っておりません。

　

(2）受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
    至　平成21年６月30日）

ゼネラルアウトソーシング事業
（千円）

―

セールスアウトソーシング事業
（千円）

―

ＩＴセキュリティ事業（千円） 3,332

その他の事業（千円） 26,707

合計（千円） 30,040

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セールスアウトソーシング事業については受注時の業務量がその後の顧客の要望に合わせて変更することが

多いこと、またゼネラルアウトソーシング事業においては前日ないし前々日に受注することが多く受注から

売上計上までの期間が極めて短いことから、それぞれ受注規模を金額で示すことは行っておりません。
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(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）

ゼネラルアウトソーシング事業(千円) 546,346

セールスアウトソーシング事業(千円) 641,424

ＩＴセキュリティ事業(千円) 3,332

その他の事業(千円) 26,707

合計(千円) 1,217,810

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％)

㈱もしもしホットライン 301,815 24.78

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、ま

たは前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容については重要な変更はありませ

ん。

　なお、第５「経理の状況」　１　四半期連結財務諸表(継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象また

は状況)に記載のとおり、当社は、採算性・効率性を重視した営業体制の構築及び新規ビジネスへの取組

みによる事業領域の拡大と利益体質の実現等の対策を講じておりますが、当社グループの利益計画及び

収支計画の達成見込みについては、現在の景気状況の先行きが不透明であり、また事業の再建策は実施途

上であるため、現時点では当社グループにおいては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在して

おります。

　また当社の株式は、大阪証券取引所（ヘラクレス市場）の平成21年１月19日の株式市場終了をもって、

大阪証券取引所の「監理銘柄及び整理銘柄に関する規則」に基づく浮動株時価総額が基準額未満となっ

たため、平成21年１月20日から監理銘柄に指定されておりましたが、その後６ヶ月の間に、５営業日連続

して浮動株時価総額が３億円以上とならなかったため、平成21年７月18日付をもって当社株式は整理銘

柄に指定され、平成21年８月18日付で上場廃止となる予定であります。 

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日～平成21年６月30日)におけるわが国経済は、世界的な

金融危機に端を発した金融不安に底入れ感が出ていると報道されているものの、国内経済においては企

業収益の大幅な減収等悪化が続き、依然として先行きの不透明感が拭えずにおります。また雇用環境や所
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得環境は更に厳しさを増し、景気回復の兆しが見えない状況が継続しております。 

  当社グループの主力事業が属する人材派遣業界においても、景況感の悪化による雇用の過剰感を背景

に、有効求人倍率が低下し続ける等厳しさが増しております。また当社グループへの影響が大きい日雇い

派遣の原則禁止等、労働者派遣法の改正に関する議論については、不安定な政局により、不透明感が増し

ております。このような状況の中、当社は引続き集中と選択によるコストの合理化を推進して参りまし

た。具体的には、これまで業態業種別だったグループ子会社の再編や拠点の統廃合等を実施し、急激な環

境変化に対応できる体制の構築と適正な人員の再配置に取組んで参りました。 

  ヒューマンリソーシズ事業に属する従来の人材派遣事業においては、企業収益の悪化や雇用の過剰感

を背景に稼働率が未だ回復しないものの、拠点の統廃合や人員の再配置を実施し、グループ全体での効率

化に努めました。また採用代行サービス、求人サイト運営事業への取組み等、多角的なサービスを提供で

きるよう、新たなサービスの開発・推進と事業領域の拡大など積極的な営業活動を展開した結果、相応の

受注を獲得することができました。また、人件費や募集費用の大幅な抑制などグループ全体でコスト削減

を推進して参りました。 

  ＩＴセキュリティ事業においては、顧客企業へＩＴコンサルティングの提案を開始すると共に、引続き

高性能暗号ライブラリのカスタマイズ受託、セキュリティライセンス販売を中心に、収益性を重視しつつ

厳選した案件への取り組みを進めました。 

　その他事業においては、㈱オープンループ・キャリア（平成20年12月22日に㈲コールスタッフィングよ

り商号並びに組織変更）において取組みを開始した就職サイト「PROSEEK」が稼動し、既存事業と併せ

て、人材サービス事業の営業ルートを活用した営業機会の拡大を図りました。 

　こうした取り組みの結果、当第３四半期連結会計期間における連結売上高は1,217百万円、売上総利益

は、276百万円となりました。収益面においては、新たな事業展開に伴う人材の採用、諸設備への投資等の

増加により販売費及び一般管理費は442百万円、営業損失166百万円、経常損失165百万円、四半期純損失

132百万円となりました。 

　事業の種類別セグメントで見た売上高（売上高構成比）は、ヒューマンリソーシズ事業については、ゼ

ネラルアウトソーシング事業が546百万円（44.9％）、セールスアウトソーシング事業が641百万円

（52.7％）、ＩＴセキュリティ事業が３百万円（0.3％）、その他の事業が26百万円（2.2％）となりまし

た。営業損益については、ゼネラルアウトソーシング事業が△36百万円、セールスアウトソーシング事業

が△７百万円、ＩＴセキュリティ事業が△２百万円、その他の事業が18百万円となりました。
　

　なお、事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりとなっております。

　企業集団の事業セグメント別売上高

事業の種類別
セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成21年４月１日
　 至 平成21年６月30日）

売上高 構成比
（百万円） （％）

　
ゼネラル
アウトソーシング事業

546 44.9

　
セールス
アウトソーシング事業

641 52.7

ヒューマンリソーシズ事業 1,187 97.5

ITセキュリティ事業 3 0.3

その他の事業 26 2.2

合計 1,217 100.0

　

(2)　財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より752百万円減少し2,740百万円となって

おります。

  流動資産については、前連結会計年度末に比べ564百万円減少し2,291百万円となりました。これは、現

金預金が366百万円増加したものの、証券会社に対する預け金が344百万円減少し、債券の償還等のため有

価証券が449百万円減少したことが主な要因となっております。　
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　固定資産については、前連結会計年度末に比べ188百万円減少し448百万円となりました。これは、少数株

主より子会社株式を取得したこと等によるのれんの増加６百万円及びソフトウェアの取得による増加９

百万円、ソフトウェア仮勘定の増加９百万円により無形固定資産が25百万円増加したものの、投資有価証

券が売却や減損処理等により58百万円減少したことなどにより、投資その他の資産が211百万円減少した

ことが主な要因であります。

　負債合計は626百万円減少し380百万円となりました。これは、前連結会計年度において約定した有価証

券の取引について、当第３四半期連結累計期間において受渡日が到来したこと等により未払金が571百万

円減少したことなどから、流動負債が629百万円減少し376百万円となったことが主な要因であります。

　純資産合計は126百万円減少し2,359百万円となりました。前連結会計年度末より、第三者割当による新

株式の発行により資本金168百万円、資本剰余金168百万円がそれぞれ増加し、資本金は1,218百万円、資本

剰余金は3,057百万円となりました。利益剰余金について、当第３四半期純損失462百万円の計上により、

マイナス残高が前連結会計年度末の△1,117百万円から△1,579百万円となりました。また新株予約権の

発行および消滅により、新株予約権が２百万円減少し、25百万円となっております。

　自己資本比率は、前連結会計年度末の69.4％から15.8ポイント増加し85.2％となっております。

(3)　キャッシュ・フローの状況

　 （単位　百万円）

　

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　 至 平成21年６月30日）

税金等調整前四半期純損失（△） △129

営業活動によるキャッシュ・フロー 58

投資活動によるキャッシュ・フロー △73

財務活動によるキャッシュ・フロー ―

現金及び現金同等物の増減額 △15

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,405

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、第２四

半期連結会計期間末に比べ、15百万円減少し、1,405百万円となりました。これは当第３四半期連結会計期

間において、営業活動により58百万円獲得し、投資活動により73百万円使用したことによるものです（前

連結会計年度末と比べ、営業活動により210百万円、投資活動により328百万円使用し、財務活動により359

百万円獲得しております）。 

 

明細は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、営業活動の結果獲得した資金は58百万円となりました。これは減少

要因として税金等調整前四半期純損失が129百万円、貸倒引当金の減少額1,506百万円、関係会社売却益13

百万円、仕入債務の減少額137百万円となった一方で、増加要因として売上債権の減少額158百万円、その他

1,720百万円となったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は73百万円となりました。これは主

として、投資有価証券の売却による収入11百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入

13百万円があった一方で、有価証券の取得による支出100百万円があったこと等によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローはありません。　

　当第３四半期連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローに投資活動によるキャッシュ

・フローを加算したフリー・キャッシュ・フローは△15百万円となっております。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社は財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針に基づき「企業価値向上のための

買収防衛策としての情報開示ルール（以下「本ルール」といいます。）を導入し、平成19年12月26日に開

催された当社第10回定時株主総会において株主の皆様にご承認いただきましたが、その有効期限を「次

回の株主総会まで」と定めていたことから、有効期限の平成20年12月25日開催の第11回定時株主総会の

終結の時をもって終了となりました。同時に株式会社の支配に関する基本方針は終了いたしました。

  なお、「第５ 経理の状況 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」において記載され

ておりますとおり、当社は、採算性・効率性を重視した営業体制の構築及び新規ビジネスへの取組みによ

る事業領域の拡大と利益体質の実現等の対策を講じておりますが、当社グループの利益計画及び収支計

画の達成見込みについては、現在の景気状況の先行きが不透明であり、また、事業の再建策は実施途上で

あるため、現時点では当社グループにおいては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しており

ます。

　当社グループといたしましては、第５「経理の状況」に記載のとおり、利益計画および収支計画を達成

し、継続企業の前提に関する重要な不確実性の解消に努めてまいります。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 350,000

計 350,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 150,852 150,852

㈱大阪証券取引所
ニッポン・ニュー
・マーケット－
「ヘラクレス」

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容は制限のな
い、標準となる株式でありま
す。なお、単元株制度の採用は
ありません。

計 150,852 150,852 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　
　

　会社法に基づき発行した新株予約権

（平成20年10月27日取締役会決議）

（平成20年11月12日発行）
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日）

新株予約権の数 34,000個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類（内容を含
む）

普通株式
単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数 34,000株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき9,000円 (注)2、3

新株予約権の行使期間
平成20年11月13日から
平成22年11月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　9,000円
資本組入額　4,500円

(注)2、3

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認
を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

(1)本新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式34,000株とする。但し、本項第(3)号により、割当株式数

（本項第(2)号に定義される。）が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当

株式数に応じて調整されるものとする。 

(2)本新株予約権１個の目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は、当初１株とする。 

(3)①当社が行使価額（第２項第(2)号に定義される。）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式によって調

整されるものとする。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株予約権に係る割当株式数について

のみ行われるものとする。 
調整後割当株式数

＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

   ②調整後割当株式の適用日は、当該調整事由にかかる第３項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

   ③割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。

但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

(2)本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の有する普通株式を移

転（以下、当社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）する場合における株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という。）は、当初9,000円とする。

　　３．行使価額の調整

(1)当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は

変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を

調整する。
　 　 　 　 　 　 新発行・

×
1株当たりの

　 　 　 　 既発行
＋
処分株式数 払込金額

調整後
＝
調整前

×
株式数 時　　価

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数
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(2)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。 

   ①本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額（株式無償割当てを含む。）をもって当社普通株式を新たに

発行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合 

　調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降こ

れを適用する。 

   ②株式分割により普通株式を発行する場合 

　調整後の行使価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。

   ③本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券

又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合 

　調整後の行使価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全てが当初の行使価額で

転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払

込期日（新株予約権が発行される場合は割当日）の翌日以降これを適用する。但し、その証券の募集のための

株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(3)行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限り

は、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を

算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を

使用する。

(4)①行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。 

   ②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く。）と

する。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

   ③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場合

は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当

社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。 

(5)本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調

整を行う。 

　　①株式の併合、新設分割、吸収分割、合併又は自己の株式の取得のために行使価額の調整を必要とするとき。

   ②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。 

   ③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6)本項第(2)号の規定にかかわらず、本項第(2)号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日がいずれかの修

正日と一致する場合には、本項第(2)号に基づく行使価額の調整は行わないものとする。 

(7)本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新

株予約権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降

すみやかにこれを行う。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
　

（千円）

資本金残高
　

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

  平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 150,852 ― 1,218,115 ― 218,115
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、株式会社エスケイ・キャピタルが平成21年４月８日から平成21年５

月28日までを公開買付け期間として実施した当社株式に対する公開買付け(以下、「本公開買付け」とい

います。)により、平成21年６月３日付で当社の親会社及び主要株主となりました。なお、当社の主要株主

でありましたクオンツキャピタルアジアリミテッドは、その保有する全部の当社株式について本公開買

付けに応募した結果、当社の主要株主ではなくなりました。

　

（公開買付前）

　 　 平成21年３月31日現在　 　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)
（注）1

　

　

株式会社エスケイ・キャピタル 東京都新宿区西新宿８丁目３－１ （注）３　60,000 39.77　
　

クオンツキャピタルアジアリミ
テッド
（常任代理人　株式会社クオンツ 
キャピタル）

東京都千代田区紀尾井町４－13 21,127 14.00　

　

株式会社クオンツ・キャピタル 東京都千代田区紀尾井町４－13 10,127 6.71　
　

株式会社三州石川組
東京都江東区亀戸１丁目８－５ 小林ビ
ル３階601

4,545 3.01　
　

ユービーエスエージーシンガポー
ル
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

東京都品川区東品川２丁目３番14号 2,000 1.32　

　

石原 将光 静岡県田方郡函南町 1,984 1.31　
　

駒井 滋 東京都港区 1,920 1.27　
　

吉川 修 名古屋市中村区 1,698 1.12　
　

岩崎 裕明 福井県福井市 1,685 1.11　
　

服部 幸正 名古屋市東区 756 0.50　
　

計 ― 105,842 70.16
　 　

(注) １．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

２．上記のほか、自己株式が2,309株（発行済株式総数に対する割合1.53％）あります。

３．平成21年１月30日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書に係る変更報告書により、同社の保有する

当社株式60千株は、黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社に対して質権設定がなされている旨

の報告を受けております。
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（公開買付後）

　 　 平成21年６月21日現在　 　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)
（注）1

　

　

株式会社エスケイ・キャピタル 東京都新宿区西新宿８丁目３－１ （注）３　97,369 64.54　
　

株式会社三州石川組
東京都江東区亀戸１丁目８－５ 小林ビ
ル３階601

4,545 3.01　
　

エヌ・エス・アール株式会社
東京都中央区銀座７丁目13-10　日本恒亜
銀座ビル９階

2,859 1.89　
　

ユービーエスエージーシンガポー
ル
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

東京都品川区東品川２丁目３番14号 2,000 1.32　

　

石原 将光 静岡県田方郡函南町 1,984 1.31　
　

駒井 滋 東京都港区 1,920 1.27　
　

吉川 修 名古屋市中村区 1,698 1.12　
　

岩崎 裕明 福井県福井市 1,456 0.96　
　

服部 幸正 名古屋市東区 757 0.50　
　

棈松 修 埼玉県所沢市 654 0.43　
　

計 ― 115,242 76.39
　 　

(注) １．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

２．上記のほか、自己株式が2,309株（発行済株式総数に対する割合1.53％）あります。

３．平成21年１月30日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書に係る変更報告書により、同社の保有する

当社株式60千株は、黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社に対して質権設定がなされている旨

の報告を受けております。

４. 当第３四半期連結会計期間末現在の大株主の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成21年６月21日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。なお、同基準日は、平成21年８月11日に開催された臨時株主総会及び普通株式の株主による種類株主総会

招集のための基準日であります。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年６月21日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。なお、同基準日は、平成21年８月11日に開催された臨時株主総会及び普通株主による種類株

主総会招集のための基準日であります。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年６月21日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― 　 ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　2,309

―
１(1)②「発行済株式」の「内容」欄
に記載のとおりであります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 148,543 148,543 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 150,852 ― ―

総株主の議決権 ― 148,543 ―

(注)１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株（議決権５個）含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

平成21年６月21日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱オープンループ

北海道札幌市中央区北一
条西３丁目２番地

2,309 ― 2,309 1.53

計 ― 2,309 ― 2,309 1.53

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　10月

　
　11月

　
　12月

平成21年
　１月

　
　２月

　
　３月

　
　４月

　
　５月

　
　６月

最高(円) 7,2006,6005,6004,3503,2804,1503,9604,0003,980

最低(円) 4,1604,4003,6002,8101,9921,9503,1503,6503,690

(注)最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるものでありま

す。　
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 ― 阿部英雄 平成21年３月25日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)から、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第

７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成　21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、ビーエー東京監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１
 1,541,972

※１
 1,175,807

受取手形及び売掛金 566,694 691,835

有価証券 131,063 580,647

営業投資有価証券 2,973 2,296

たな卸資産 ※２
 16,517

※２
 2,427

預け金 3,903 348,885

その他 73,740 104,256

貸倒引当金 △45,786 △50,445

流動資産合計 2,291,079 2,855,710

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,565 7,501

車両運搬具（純額） 2,306 491

工具、器具及び備品（純額） 11,444 13,566

有形固定資産合計 ※３
 20,316

※３
 21,559

無形固定資産

のれん 7,318 336

ソフトウエア 9,045 －

その他 9,170 0

無形固定資産合計 25,534 336

投資その他の資産

投資有価証券 ※４
 282,147

※４
 340,633

長期貸付金 15,000 15,000

破産更生債権等 35,941 1,681,353

その他 120,959 134,662

貸倒引当金 △50,941 △1,556,582

投資その他の資産 403,106 615,067

固定資産合計 448,957 636,964

資産合計 2,740,037 3,492,674
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,959 143,371

未払金 ※４
 47,021

※４
 618,622

未払法人税等 7,592 9,048

賞与引当金 8,315 46,512

安全協力費返還引当金 23,373 23,596

その他 284,176 164,570

流動負債合計 376,438 1,005,721

固定負債

繰延税金負債 3,918 605

その他 184 779

固定負債合計 4,103 1,385

負債合計 380,541 1,007,106

純資産の部

株主資本

資本金 1,218,115 1,050,115

資本剰余金 3,057,088 2,889,088

利益剰余金 △1,579,914 △1,117,267

自己株式 △360,174 △360,149

株主資本合計 2,335,113 2,461,786

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,050 △38,798

評価・換算差額等合計 △1,050 △38,798

新株予約権 25,432 27,891

少数株主持分 － 34,689

純資産合計 2,359,495 2,485,567

負債純資産合計 2,740,037 3,492,674
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 4,214,391

売上原価 3,245,118

売上総利益 969,272

販売費及び一般管理費 ※１
 1,400,529

営業損失（△） △431,256

営業外収益

受取利息 2,473

受取配当金 520

受取手数料 1,213

その他 289

営業外収益合計 4,495

営業外費用

投資事業組合運用損 2,953

株式交付費 1,463

その他 509

営業外費用合計 4,926

経常損失（△） △431,687

特別利益

貸倒引当金戻入額 13,985

投資有価証券売却益 9,031

関係会社株式売却益 13,385

固定資産売却益 6,900

新株予約権戻入益 27,891

特別利益合計 71,193

特別損失

投資有価証券売却損 54,671

投資有価証券評価損 25,786

固定資産除却損 2,497

固定資産売却損 224

事務所移転費用 5,579

減損損失 ※２
 6,506

特別損失合計 95,265

税金等調整前四半期純損失（△） △455,759

法人税、住民税及び事業税 6,888

法人税等合計 6,888

四半期純損失（△） △462,647
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 1,217,810

売上原価 941,034

売上総利益 276,775

販売費及び一般管理費 ※１
 442,813

営業損失（△） △166,037

営業外収益

受取利息 52

受取配当金 275

受取手数料 390

その他 134

営業外収益合計 851

営業外費用

雑損失 300

支払手数料 163

営業外費用合計 463

経常損失（△） △165,649

特別利益

貸倒引当金戻入額 10,058

固定資産売却益 6,900

投資有価証券売却益 9,031

関係会社株式売却益 13,385

特別利益合計 39,374

特別損失

事務所移転費用 718

固定資産除却損 2,497

固定資産売却損 224

特別損失合計 3,439

税金等調整前四半期純損失（△） △129,714

法人税、住民税及び事業税 2,512

法人税等合計 2,512

四半期純損失（△） △132,226

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

四半期報告書

22/41



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △455,759

減価償却費 10,931

のれん償却額 1,169

貸倒引当金の増減額（△は減少） ※１
 △1,510,300

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,197

安全協力費返還引当金の増減額(△は減少) △222

受取利息及び受取配当金 △2,993

株式交付費 1,463

固定資産売却損益（△は益） △6,675

固定資産除却損 2,497

投資有価証券評価損益（△は益） 25,786

投資有価証券売却損益（△は益） 45,640

関係会社株式売却損益（△は益） △13,385

投資事業組合運用損益（△は益） 2,953

減損損失 6,506

移転費用 5,579

新株予約権戻入益 △27,891

売上債権の増減額（△は増加） 122,588

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,110

前払費用の増減額（△は増加） 17,732

仕入債務の増減額（△は減少） ※１
 △137,412

未払消費税等の増減額（△は減少） 58,871

未払金の増減額（△は減少） △22,229

未払費用の増減額（△は減少） 15,469

その他 ※１
 1,708,599

小計 △204,390

利息及び配当金の受取額 2,993

法人税等の支払額 △8,996

営業活動によるキャッシュ・フロー △210,393
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(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △449,319

有価証券の売却による収入 350,000

投資有価証券の取得による支出 △199,896

投資有価証券の売却による収入 15,841

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

13,835

子会社株式の取得による支出 △42,840

有形固定資産の取得による支出 △17,809

有形固定資産の売却による収入 6,675

無形固定資産の取得による支出 △19,420

敷金の差入による支出 △6,096

敷金及び保証金の回収による収入 19,704

その他 422

投資活動によるキャッシュ・フロー △328,901

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 334,536

新株予約権の発行による収入 25,432

自己株式の取得による支出 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー 359,943

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △179,351

現金及び現金同等物の期首残高 1,585,134

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※２
 1,405,783
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

当社グループは、前連結会計年度において営業損失269,986千円、経常損失262,180千円、当期純損失

479,357千円を計上し、当第３四半期連結累計期間においても、営業損失431,256千円、経常損失431,687千

円、四半期純損失462,647千円を計上しております。以上を鑑み、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況が存在しております。 

　このような状況下、当社は引続き集中と選択によるコストの合理化を推進し、既存事業の拡大に努める

と共に、多角的なサービスを提供できるよう、新たなサービスの開発・推進と事業領域の拡大に積極的に

努めて参りました。 

　一方、当社グループの主力事業が属する人材派遣業界においても、景況感の悪化による雇用の過剰感を

背景に、有効求人倍率が低下し続けるなど厳しさが増しております。また、当社グループへの影響が大き

い日雇い派遣の原則禁止等、労働者派遣法の改正に関する議論については、不安定な政局により、不透明

感が増しております。 

　当該状況に対応すべく、引続き、グループ全体での業務の効率化に努め、採用代行サービス、求人サイト

運営事業への取組み等、多角的なサービスを提供できるよう、新たなサービスの開発・推進と事業領域の

拡大など積極的な営業活動を展開し、利益体質の実現を目指して参ります。

　以上の施策により、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しておりますが、当社

グループの利益計画及び収支計画の達成見込みについては現在の景気状況の先行きが不透明であり、ま

た事業の再建策は実施途上であるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

１　連結の範囲の変更

(1)第１四半期連結会計期間において、連結子会社Open Loop Hong Kong Limitedを新たに設立し、㈱ディー・フロ

ンティアは㈱ウィルエージェンシーに、㈲コールスタッフィングは㈱オープンループ・キャリアにそれぞれ商

号変更しております。

(2)当第３四半期連結会計期間において、㈱オープンループリソーシズは当社が保有する株式をすべて売却したた

め、連結の範囲から除外しております。

(3)変更後の連結子会社の数

９社

２　会計処理の原則及び手続の変更

該当事項はありません。 
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日) 

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日) 

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日) 

当社の株式は、大阪証券取引所（ヘラクレス市場）の平成21年１月19日の株式市場終了をもって、大阪

証券取引所の「監理銘柄及び整理銘柄に関する規則」に基づく浮動株時価総額が基準額未満となったた

め、平成21年１月20日から監理銘柄に指定されておりましたが、その後６ヶ月の間に、５営業日連続して

浮動株時価総額が３億円以上とならなかったため、平成21年７月18日付をもって当社株式は整理銘柄に

指定され、平成21年８月18日付で上場廃止となる予定であります。 
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

※１　担保差入資産

現金及び預金 140,966千円

　　計 140,966千円

※１　担保差入資産

現金及び預金 90,696千円

　　計 90,696千円

 

※２　たな卸資産の内訳

　

仕掛品 15,028千円

貯蔵品 1,489千円

　　計 16,517千円

※２　たな卸資産の内訳

　

仕掛品 800千円

貯蔵品 1,627千円

　　計 2,427千円

※３　有形固定資産の減価償却累計額　 　45,150千円

 

※３　有形固定資産の減価償却累計額　　40,509千円

※４　　　　　　　　――――― ※４　当連結会計年度において購入約定した有価証券取引

について、受渡日が当連結会計年度末を過ぎて到

来するものは以下の通りであります。

①有価証券（１年内に償還する国債）349,319千円 

　　　約定日 平成20年９月29日 

　　　受渡日 平成20年10月２日 

②投資有価証券（１年を超えて償還する国債） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　199,844千円 

　　　約定日 平成20年９月29日 

　　　受渡日 平成20年10月２日 

これらは連結会計年度末において未払金となって

おりますが、受渡日において預け金及び有価証券の 

一部にて決済しております。 
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　役員報酬 62,697千円　
　給与手当 555,375 〃　
　賞与 44,076 〃　
　賞与引当金繰入額 8,155 〃　
　雑給 17,410 〃　
　法定福利費 132,585 〃　
　募集費 44,218 〃　
　減価償却費 10,931 〃　
　支払手数料 106,645 〃　
　賃借料 142,970 〃　
　 　 　
　 　 　

※２　減損損失

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間におい

て以下のとおり減損損失を計上しております。

　

場所 用途 種類
減損損失
(千円)

　

東京都
新宿区他

セールス
アウトソーシ
ング事業営業
用備品等

建物及び構築物 309

車両運搬具 928

工具器具備品 2,232

小計 3,470

その他

ゼネラル
アウトソーシ
ング事業営業
用備品等

建物及び構築物 1,445

車両運搬具 389

工具器具備品 1,200

小計 3,035

　 　 合計 6,506

(資産のグルーピングの方法)
　営業用資産については、各支店を基礎として、収支
把握単位・経営管理単位を勘案してグルーピングし
ております。また、当社保有資産については複数の資
産グループのキャッシュ・フロー生成に寄与するこ
とから共用資産としております。

(減損損失の認識に至った経緯)
　当社グループは、営業活動から生ずる損益が継続し
てマイナスであるため、資産のグルーピングを行っ
た後資産グループから得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額と帳簿価額との比較を行いまし
たが、前者が下回るグループがあったことから、これ
らの資産グループについて減損損失を認識すること
としました。

(回収可能価額の算定方法)
　回収可能価額については正味売却価額と使用価値
のいずれか高い方の金額により測定しております。
　使用価値については、将来キャッシュ・フローを
8.5％の割引率で割り引いて算定しております。
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当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　役員報酬 21,767千円　
　給与手当 186,029 〃　
　雑給 5,367 〃　
　法定福利費 42,555 〃　
　募集費 7,868 〃　
　減価償却費 4,083 〃　
　支払手数料 32,625 〃　
　賃借料 45,306 〃　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間 

(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

※１　当第３四半期連結累計期間において、平成電電株式

会社より最後配当があったため、同社に対する破産更

生債権等1,645,412千円と、貸倒引当金1,505,641千円

および買掛金139,771千円の取崩を行っております。

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,541,972千円

現金及び現金同等物の範囲に含
めた有価証券

31,063  〃

現金及び現金同等物の範囲に含
めた預け金

3,903  〃

　　　　計 1,576,939千円

預入期間が３か月超の定期預金 △30,189　〃

担保に供している定期預金 △140,966　〃

現金及び現金同等物
 

1,405,783千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　

至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 150,852

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,309

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 普通株式 34,000 25,432

連結子会社 ― ― ―

合計 34,000 25,432

　

　
４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

(単位：千円)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年９月30日残高 1,050,1152,889,088△1,117,267△360,1492,461,786

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額

　 　 　 　 　

　新株の発行（注１） 168,000 168,000 ― ― 336,000

　四半期純損失 ― ― △462,647 ― △462,647

　自己株式の取得（注２） ― ― ― △25 △25

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額合計

168,000 168,000△462,647 △25 △126,672

平成21年６月30日残高 1,218,1153,057,088△1,579,914△360,1742,335,113

（注１）資本金及び資本剰余金の増加は、平成20年11月12日付で、株式会社エスケイ・キャピタルから第三者割当増資

の払込みを受けたことによるものであります。

（注２）自己株式の増加は、端株の買取請求による普通株式の取得によるものであります。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

ゼネラルア
ウトソーシ
ング事業
(千円)

セールスア
ウトソーシ
ング事業
(千円)

ＩＴセキュ
リティ事業
(千円)

その他の事
業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

546,346641,4243,33226,7071,217,810― 1,217,810

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 546,346641,4243,33226,7071,217,810― 1,217,810

営業利益又は営業損失(△) △36,980△7,409△2,02418,251△28,163△137,873△166,037

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

　

ゼネラルア
ウトソーシ
ング事業
(千円)

セールスア
ウトソーシ
ング事業
(千円)

ＩＴセキュ
リティ事業
(千円)

その他の事
業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,997,6752,128,99821,29266,4244,214,391― 4,214,391

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,997,6752,128,99821,29266,4244,214,391― 4,214,391

営業利益又は営業損失(△) △12,42526,897△8,738△2,432 3,301△434,557△431,256

　

(注) １．事業区分の方法

　　事業区分は、サービスの性質及び種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

(1）ゼネラルアウトソーシング事業

　　物流関係また倉庫内軽作業、生産工場及びイベント会場等での作業など各企業への多様な派遣業務・受託業

務、並びに建設業を行っております。

(2）セールスアウトソーシング事業

　　テレコミュニケーター、トレーナー及びスーパーバイザー等の派遣業務、並びにコールセンター、セールスプ

ロモーション等の受託業務を行っております。

(3）ＩＴセキュリティ事業

　　ＩＴセキュリティ技術に関連するコンサルティング、技術者派遣、及び製品・サービスの開発・保守・販売を

行っております。

(4）その他の事業

　　求人サイト運営事業及び投資事業等を行っております。

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当第３四半期連結会計期間に

おいて137,873千円、当第３四半期連結累計期間において434,557千円であり、その主なものは、親会社の管理

部門に係る費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

在外子会社に売上はないため、記載を省略しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

四半期報告書

34/41



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

　 　

１株当たり純資産額 15,713.05円
　

　 　

１株当たり純資産額 27,363.92円
　

　

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

純資産の部の合計額(千円) 2,359,495 2,485,567

普通株式に係る純資産額(千円) 2,334,063 2,422,987

差額の主な内訳(千円) 　 　

　新株予約権 25,432 27,891

　少数株主持分 ― 34,689

普通株式の発行済株式数(株) 150,852 90,852

普通株式の自己株式数(株) 2,309 2,305.2

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

148,543 88,546.8

　

２　１株当たり四半期純損失金額

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3,326.18円

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

 

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 462,647

普通株式に係る四半期純損失(千円) 462,647

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 139,092

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前連結会計年度末から重要な変

動がある場合の概要

会社法の規定に基づく新
株予約権　　34,000株
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 890.16円

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

 

(注)　１株当たり四半期純損失金額

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 132,226

普通株式に係る四半期純損失(千円) 132,226

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 148,543

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前連結会計年度末から重要な変

動がある場合の概要

会社法の規定に基づく新
株予約権　　34,000株

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

(当社の完全子会社化のための定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得の議案承認可決の件)

　当社は、平成21年８月11日開催の臨時株主総会及び普通株式の株主による種類株主総会において、当社

の完全子会社化のための定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得の議案が承認可決されまし

た。

　また、当社普通株式は平成21年８月18日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止については追加情

報をご参照下さい。

　上記に関する日程(予定)は以下のとおりです。なお、以下の日程は、諸事情により変更される場合があり

ます。

平成21年８月11日　　　　臨時株主総会及び普通株式の株主による種類株主総会

平成21年８月17日　　　　当社普通株式の最終売買日

平成21年８月18日　　　　当社普通株式の上場廃止日

平成21年９月２日　　　　全部取得条項付普通株式の取得及び当社Ａ種種類株式の交付に係る基準日

平成21年９月３日　　　　全部取得条項の付加に係る定款一部変更の件の効力発生日

平成21年９月３日　　 　 全部取得条項付普通株式の取得および当社Ａ種種類株式の交付の効力発生日
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月14日

株式会社オープンループ

取締役会　御中

　

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　伸　　之　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　車　　田　　英　　樹　　印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社オープンループの平成20年10月1日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成

21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オープンループ及び連結子会社の平

成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

1. 　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度において、営業損失

269,986千円、経常損失262,180千円、当期純損失479,357千円を計上しており、当第3四半期連結累計期間

においても営業損失431,256千円、経常損失431,687千円、四半期純損失462,647千円を計上しており、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由につ

いては当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

2. 　追加情報に記載のとおり会社の株式は平成21年８月18日付けで上場廃止となる予定である。

3. 　重要な後発事象に記載のとおり、平成21年８月11日開催の臨時株主総会及び普通株式の株主による種類

株主総会において、定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得の議案が承認可決されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
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(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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